
○登 －○Ａ  

備 考 １. この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

２. ★印の項は、記載しないこと。 
      ３. 電気工事の種類の欄には、「一般用電気工作物等」又は「自家用電気工作物」を記載すること。 
     ４. 主任電気工事士の氏名の欄には、その者が法第１９条第２項に該当する場合（申請者自らが主として

従事する。）にあっては☆印を付すること。 
     ５. 自家用電気工作物に係る電気工事のみを行っている営業所については、主任電気工事士等の氏名の欄

及び電気工事士免状の種類及び交付番号の欄には記載することを要しない。 

担当者 
担当者氏名、行政書士氏名等を 

記入。 

 

 

 

連絡先 
電話: 日中連絡が取れるものを記載。 

メール等: 

 

  

登録電気工事業者登録申請書 

★整理番号   

 

 

 

★審査結果  

★受理年月日 年  月  日 

★登録番号  

                                                         年  月  日 

京都府知事 

          様 
 
                          （〒   -   ）電話（   ）   －    

                             住    所 

 

                             名    称 
 
                             氏 名 又 は       
                             法人にあっては 

                             代表者の氏名                         
 

 電気工事業の業務の適正化に関する法律第３条第１項の登録を受けた
いので、同法第４条第１項の規定により次のとおり申請します。 

 

１ 営業所等  

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ふ り が な   
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

営 業 所 の 名 称            
 

 

所 在 の 場 所            
（〒   -    ）電話（    ）   －     

 

電 気 工 事 の 種 類            

「一般用電気工作物等」又は「一般用電気工作物等、自家用電気工作

物」と記載。 

 

ただし、「自家用電気工作物」については主任電気工事士が次の① 

もしくは②の免状を所持している場合のみ扱える。 

① 第一種電気工事士免状 

② 第二種電気工事士免状及び認定電気工事従事者認定証 

ただし、②の場合に扱える自家用電気工作物は、600V以下で 

使用する低圧のものに限る。 

ふ り が な  

主任電気工事士の氏名            
１つの営業所につき１名必要。 

他の営業所との兼務は認められない。 

電気工事士免状の種類            

及び交付番号 
第   種  京都府（     県） 第     号 

２ 法人にあっては、その役員の氏名 

   代表取締役 

  取 締 役 

申請日をご記入ください 

京都府以外で免状を発行した場合記載 



手数料納付証明欄 登録電気工事業者登録申請手数料 ２２，０００円 

はがれないよう、しっかり貼ってください。 

欄外にはみ出してもかまいませんので、重ねないこと。 

以下のいずれかの方法で手数料を納付し、こちらに納付済証等を貼ってください。 

※手数料の納付方法については、ＨＰ内の「手数料納付に関するお知らせ」に 

詳細が記載されていますので、必ず御確認ください。 

 

① 京都府庁や各広域振興局の窓口で納付した場合、納付済証を貼付 

② web事前登録コンビニ納付の場合は、以下に申請書用番号を記入（Ｃ以下の数字９桁） 

《別途手数料が必要です。》 

③ 京都府収入証紙を利用する場合、証紙を貼付（令和５年３月末日着分まで受付可能） 

 

 
Ｃ          

 

 



 

○副 （登）-（Ａ）の副本です。同じ内容を記載してください。 

 
備 考 １. この用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

２. ★印の項は、記載しないこと。 
      ３. 電気工事の種類の欄には、「一般用電気工作物等」又は「自家用電気工作物」を記載する

こと。 
     ４. 主任電気工事士の氏名の欄には、その者が法第１９条第２項に該当する場合（申請者自ら

が主として従事する。）にあっては☆印を付すること。 
     ５. 自家用電気工作物に係る電気工事のみを行っている営業所については、主任電気工事士等

の氏名の欄及び電気工事士免状の種類及び交付番号の欄には記載することを要しない。 
 

担当者  

 

 

 
連絡先 

電話:  

メール等: 

 

 

 

  

登録電気工事業者登録申請書 

★整理番号   

 

 

 

★審査結果  

★受理年月日 年  月  日 

★登録番号  

                                                         年  月  日 

京都府知事 

          様 
 
                          （〒   -   ）電話（   ）   －    

                             住    所 

 

                             名    称 
 
                             氏 名 又 は       
                             法人にあっては 

                             代表者の氏名                         
 

 電気工事業の業務の適正化に関する法律第３条第１項の登録を受けた
いので、同法第４条第１項の規定により次のとおり申請します。 

 

１ 営業所等  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ふ り が な   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

営 業 所 の 名 称            
 

 

所 在 の 場 所            
（〒   -    ）電話（    ）   －     

 

電 気 工 事 の 種 類             

ふ り が な  

主任電気工事士の氏名            
 

電気工事士免状の種類            及び

交付番号 
第   種  京都府（     県） 第     号 

２ 法人にあっては、その役員の氏名 

   代表取締役 

  取 締 役 



 

 ○Ｂ  

                    

誓    約    書 

 

年   月   日 

 

 

       京都府知事 

 

                           様 

 

                             住    所 

 

 

                             名    称 

 

 
                             氏 名 又 は       
                             法人にあっては 

代表者の氏名 
 
 

 

 

  私 

※                     は、電気工事業の業務の適正化に関する 

    当社及び当社の役員 
 

法律第６条第１項第１号から第５号までに該当しない者であるこ 

 

とを誓約いたします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 備 考   ※印のところは、該当するものを○でかこむこと。

申請日をご記入ください 

法人の場合は、当社及び当社の役員に○ 

個人業者の場合、私に○ 



  ○Ｃ  

                    

誓    約    書 

 

年   月   日 

 

 

       京都府知事 

                           様 

 

                             住    所 

 

                             名    称 

 

                       
                             氏 名 又 は       
                             法人にあっては 

代表者の氏名 
 
 
 

 

 下記の営業所に置く主任電気工事士は、電気工事業の業務の適正化

に関する法律第６条第１項第１号から第４号までに該当しない者で

あることを誓約いたします。 

 

記 

 

営業所の名称 主任電気工事士の氏名 
電気工事士免状の 

種類及び交付番号 

 

 

登録申請書（Ａ）で記載した 

営業所名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      第   種 

  

 京都府（    県） 

 

      第   号 

 

 

 

 

申請日をご記入ください 

（注）主任電気工事士が、代表者と異なる場合のみ必要 



 ○Ｄ  

雇  用 

          ※       証 明 書 

在  職 
 

年   月   日 

 

 

       京都府知事 

 

                           様 

 

                             住    所 

 

                             名    称 

 

                        
                             氏 名 又 は       
                             法人にあっては 

                             代表者の氏名                           
 

 

                     私       従業員 

 下記の者は、※   の※    であることを証明いたします。  

                当 社    役 員 
 
 

 

記 

 

主任電気工事士の氏名  

住 所            

生 年 月 日 ・ 年 齢 年    月    日・満    歳 

雇 用 

※      年 月 日 

就 任 

 年     月     日 

 

   備 考   ※印のところは、該当するものを○でかこむこと。 

 

申請日をご記入ください 

個人業者の場合、雇用に○ 

 

（注）主任電気工事士が、代表者と異なる場合のみ必要 

法人の場合は、在職に○ 

個人業者の場合、私に○ 

法人の場合は、当社に○ 法人の役員の場合に○ 

法人の役員以外の場合に○ 



○Ｅ         電 気 工 事 士 免 状 の 写し 

この様式でなくてもＡ４サイズの用紙でご提出いただければ問題ありません。 
 
 
 
 
 
ここに電気工事士免状のコピーを貼り付けてください。 
 
第一種電気工事士免状の場合は、講習受講記録欄もコピーして 
 
貼り付けてください。 
 
 

（※）第一種電気工事士は、自家用電気工作物の保安に関する講習（定期講習）を 

５年ごとに受講する義務があります。 

 

 



○Ｆ                           印    捨 

 

主任電気工事士実務経験証明書 

  

下記１の電気工事士は、下記２のとおり電気工事に従事していたことに相違ありません。 

 

                          年   月   日 

 

京 都 府 知 事  様 

  

               (〒  -  )電話(    )    －       

住    所  

名    称  

氏 名 又 は  

法人にあっては 

代表者の氏名                                 ○印  
（法人にあっては代表者の印） 

 

京都府（  県）知事登録（届出） 第      号 

登録(届出)年月日        年   月   日 

主任電気工事士名 
 

記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 

電 

気 

工 

事 

士 

電 気 工 事 士 の 氏 名   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

生 年 月 日 ・ 年 齢          年   月   日・    歳 

現 住 所 
 

 

電気工事士免状の交付年月日          年   月   日 

免 状 交 付 番 号  京都府(     県)第         号 

２  電気工事に従事した職歴 

所 属 名 期   間 業務の内容 

部署名がある場合は

勤務先部署名を記載 

(例) 

○○営業所 

△△課 

 

ない場合は 

屋号、法人名を記載 

 

  年  月  日～ 

年  月  日 

 

  

３  証明書の事業内容 電 気 工 事 業 

 

（備考） 

１ この様式の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。 

２ 所属名は、○○営業所○○担当というように具体的に記入すること。 

３ 業務の内容は、電気工事の施工業務等具体的に記入すること。 

なお、主任電気工事士の職歴がある者については、その旨を明記すること。 

 ４ この用紙は主任電気工事士として第一種電気工事士を置く場合は提出不要 

 

証明者は、証明を行う期間

中、登録又は届出電気工事

業者でなければならない。 

法人の場合は代表者印（丸印）、

個人の場合は認印を押印する。

社印や屋号印は不可。 

電気工事業登録、または、

届出の番号です。建設業の

許可番号ではありません。 

 

例 左記の期間、下記の一般用電気工作

物等の施工業務を行った。 

業務の具体例 

・低圧屋内配線工事 ・接地工事 

・配線遮断器取付 ・照明器具取付 

・コンセント取付 ・分電盤取付 等 

証明日をご記入ください 

京都府以外で登録を受けた都道府県名 

第二種電気工事士免状

の交付年月日以降、 

３年以上の実務経験期

間が必要。 

（注）主任電気工事士が、第二種電気工事士の場合のみ必要 


